
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　環境負荷の小さい発電施設からの電力供給要求を需要家から受付ける電力供給要求受付
け手段と、発電施設毎の電力供給状態を記憶する電力供給内容記憶依頼手段と、発電施設
の電力供給状態に応じて需要家に供給される電力のうち前記要求に対応して環境負荷の小
さい発電施設からの電力の割合を決定するグリーン度算出手段と、需要家使用の電力のう
ち、環境負荷の小さい発電施設からの電力の割合を需要家に通知する需要家向けグリーン
度通知手段とを有

グリ
ーン電力供給システム。
【請求項２】
　

需要家使用の電力のうち、環境負荷の小さい発電施設からの電力の
割合をもとに、需要家の環境保全や改善への取組みを評価認証するグリーン電力認証決定
手段とこのグリーン電力認証決定手段により決定されたグリーン電力認証情報を需要家や
第３者へ通知するグリーン電力認証情報通知手段を グリーン電力
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し、需要家使用の電力のうち、環境負荷の小さい発電施設からの電力の
割合を、第３者に通知する第３者向けグリーン度通知手段を設けたことを特徴とする

環境負荷の小さい発電施設からの電力供給要求を需要家から受付ける電力供給要求受付
け手段と、発電施設毎の電力供給状態を記憶する電力供給内容記憶依頼手段と、発電施設
の電力供給状態に応じて需要家に供給される電力のうち前記要求に対応して環境負荷の小
さい発電施設からの電力の割合を決定するグリーン度算出手段と、需要家使用の電力のう
ち、環境負荷の小さい発電施設からの電力の割合を需要家に通知する需要家向けグリーン
度通知手段とを有し、

設けたことを特徴とする



供給システム。
【請求項３】
　

需要家使用の電力のうち、環境負荷の小さい発電施設からの電力の
割合をもとに算出されたグリーン補助金情報を考慮して、需要家へ、電力料金を通知する
需要家向け電力料金通知手段 グリーン電力供給システム。
【請求項４】
　環境負荷の小さい発電施設からの電力供給の要求内容と発電エネルギーの異なる発電施
設からの電力供給内容を対比させ、環境負荷を考慮した電力量の差を一定範囲内になるよ
うに、逐次発電供給依頼量を制御すると共に、需要家に供給される電力のうち前記要求に
対応して、環境負荷の小さい発電施設からの電力の割合から算出されるグリーン度を決定
し需要家に通知

グリーン
電力供給方法。
【請求項５】
　

グリーン度を考慮して、需要家へ料金を請求することを特徴
とするグリーン電力供給方法。
【請求項６】
　供給される電力を発電する発電施設とその発電エネルギー源を表示する表示部と、要求
により前記発電施設からの電力供給比を表示する表示部と、要求された前記電力供給比に
基づいた電力料金と選択された前記電力供給比に基づき環境負荷が小さな発電エネルギー
源を使用する発電施設からの電力比を表示する表示部を備え、選択された時間帯に応じて
電力供給比とその環境負荷が小さな発電エネルギー源を使用する発電施設からの電力比と
の表示を変える供給電力選択システム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、電力供給システムに係わり、特に需要家が電力を選別できるシステムとその方
法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
需要家の所望の条件に基づいて、需要家に電力を供給する技術に関する従来技術として、
特開２０００―７８７４７号公報に記載されている「電力会社の選択方法および選択支援
システム」がある。
【０００３】
その従来技術には、電力会社毎に異なる料金体系である場合に、需要家の所望の条件に応
じて電力会社別に選別し、この選別した契約条件の組合せを提示するというものである。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
この従来技術には、需要家にとって、単に電力の価格を考慮した選択方法しか提供されて
いない。産業と生活の発展にとって、電気エネルギーは必須であり、その電気を発電する
のに要するエネルギーは、いくら使っても無くならならず、環境にやさしいものが特に要
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環境負荷の小さい発電施設からの電力供給要求を需要家から受付ける電力供給要求受付
け手段と、発電施設毎の電力供給状態を記憶する電力供給内容記憶依頼手段と、発電施設
の電力供給状態に応じて需要家に供給される電力のうち前記要求に対応して環境負荷の小
さい発電施設からの電力の割合を決定するグリーン度算出手段と、需要家使用の電力のう
ち、環境負荷の小さい発電施設からの電力の割合を需要家に通知する需要家向けグリーン
度通知手段とを有し、

を設けたことを特徴とする

し、さらに、グリーン度の累積結果よりグリーン認証を決定し、グリーン
度又はグリーン認証情報をインターネットを利用して通知することを特徴とする

環境負荷の小さい発電施設からの電力供給の要求内容と発電エネルギーの異なる発電施
設からの電力供給内容を対比させ、環境負荷を考慮した電力量の差を一定範囲内になるよ
うに、逐次発電供給依頼量を制御すると共に、需要家に供給される電力のうち前記要求に
対応して、環境負荷の小さい発電施設からの電力の割合から算出されるグリーン度を決定
し、需要家に通知し、さらに



求される。
【０００５】
例えば、太陽光、風力、ダムを使わない小規模の水力、木屑・わら・家畜の排せつ物とい
ったバイオマス (生物資源 )、地下深くのマグマから伝わる地熱、工場などでの廃熱利用や
、ごみを燃やす廃棄物がある。
【０００６】
一方、石油や石炭、天然ガスなどの化石燃料やウランは資源に限りがあり、使い続ければ
いつかなくなる。又、化石燃料を燃やせば地球温暖化の原因とされる二酸化炭素 (ＣＯ 2 )
が発生する。原子力は取り扱いに高い信頼性が要求される放射性廃棄物が残る。大規模水
力発電はダム建設で周辺の生態系が破壊されかねない。
【０００７】
なお、上述したバイオマスの主役は木材であり、燃やせばＣＯ 2が発生するが、生きてい
る木は光合成のときにＣＯ 2を吸収する。燃やした分だけ植林し、森林の面積を保てば、
大気中のＣＯ 2は維持できるので、環境負荷、資源枯渇の問題を生じないグリーンな発電
エネルギーである。
【０００８】
上述の通り、同一量の電力を発電する場合であっても、その発電に要するエネルギーの種
類により、環境に及ぼす影響や地球資源の枯渇の程度が大きく異なる。
【０００９】
従来、需要家に供給される電力についての地球環境負荷の影響度合い、すなわちその発電
に要したエネルギー源の違いに基づくＣＯ 2の排出量やエネルギー源の枯渇の程度が需要
家にとってわからなかった。すなわち需要家が行う地球環境負荷低減のための試みは、い
ままで単に省エネを通した電力量の低減しか方法がなく、美しい地球を保つためへの具体
的な対策としての選択肢が少なかった。
【００１０】
本発明では、上記の課題を解決して、電力の消費を行ない経済活動を維持しながら、需要
家が環境負荷、資源枯渇を考慮することができる電力供給システムとその方法の提供を目
的とする。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
上記目的を達成するために、本発明では、地球環境負荷や資源枯渇の小さい発電エネルギ
ーを使用する発電施設からの電力供給要求を需要家から受付ける電力供給要求受付け手段
と、発電施設毎の電力供給状態を記憶する電力供給内容記憶依頼手段と、発電施設の電力
供給状態に応じて需要家に供給される電力のうち前記要求に対応して地球環境負荷や資源
枯渇の小さい発電エネルギーを使用する発電施設からの電力の割合を決定するグリーン度
算出手段と、需要家使用の電力のうち地球環境負荷や資源枯渇の小さい発電エネルギーを
使用する発電施設からの電力の割合を、需要家や第３者向けに通知するグリーン度通知手
段を備える構成とする。
【００１２】
【発明の実施の形態】
以下、本発明によるグリーン電力供給システムとその方法の実施例について、図面を参照
しながら詳細に説明する。
【００１３】
本発明の一実施例を図１及び図２を用いて説明する。発電施設で使用される発電用エネル
ギーには、太陽光、風力、潮力、ダムを使わない小規模の水力、バイオマス (生物資源 )、
地熱、廃熱利用や、ごみを燃やす廃棄物、石油や石炭、天然ガスなどの化石燃料やウラン
等が代表例としてあげられ、これらは、地球環境負荷に及ぼす影響や資源枯渇に対するポ
テンシャルは異なる。
【００１４】
発電施設１００で使用する発電エネルギー源の代表例として、太陽光、風力、化石燃料、

10

20

30

40

50

(3) JP 3780838 B2 2006.5.31



ウラン燃料を使用する発電施設をそれぞれ、１００ａ、１００ｂ、１００ｃ、１００ｄで
示している。本発明で使用するエネルギー源として、必ずしもこれらの燃料に制限されな
い。
【００１５】
発電された電力は、各発電施設１００から、発電施設送電線２００を介して、送配電電力
系統３００を通り、需要家配電線４００を介し、各需要家Ａ～Ｄすなわち、５００ａ、５
００ｂ、５００ｃ、５００ｄに送られる。需要家の数は特に限定せず、複数の需要家であ
ればよい。
【００１６】
図中には簡単化のために、送配電電力系統３００と発電施設１００ａ、需要家５００ａに
繋いだ送電線や配電線のみ、番号２００や４００で代表して図示しているが、実際は個別
の送電線や配電線が設置されている。
【００１７】
発電施設１００ａ～１００ｄで発電した電力量や、需要家５００ａ～５００ｄで消費した
電力量を計測できる計測用計測装置１１０ａ～１１０ｄ、５１０ａ～５１０ｄとそれらの
情報の交信用として、発電力計測系統１２０、需要電力計測系統５３０が設けてある。こ
の発電力計測系統１２０、需要電力計測系統５３０は有線か無線か、又専用線かインター
ネット回線の利用か等、交信手法は特に限定せず、情報が交信できれば良い。
【００１８】
本実施例のグリーン電力供給システム１ aは、図１に示すように、電力供給要求受付け手
段６３０と電力供給内容記憶依頼手段６１０とグリーン度算出手段６２０、需要家向けグ
リーン度通知手段６４０から構成される。
【００１９】
図２に示すように、電力供給内容記憶依頼手段６１０は、電力内容記憶手段６１０ａと発
電依頼量決定手段６１０ｂと電力供給依頼手段６１０ｃから構成されている。
【００２０】
またグリーン度算出手段６２０は、発電力計測系統１２０と接続する発電量受付け手段６
２０ａと需要電力計測系統５３０と接続する電力消費量受付け手段６２０ｂを有している
。グリーン度決定手段６２０ｃは、発電量受付け手段６２０ａ及び電力消費量受付け手段
６２０ｂと接続していて、各発電施設１００で発電された発電量と各需要家５００で使用
された電力消費量とを把握する。
【００２１】
本実施例のグリーン電力供給システム１ aに対して需要家５００ａ～５００ｄは、地球環
境負荷に及ぼす影響を考慮して、発電エネルギー源毎に発電施設１００を選択した電力の
供給を要求出来る。その電力供給要求は、需要家情報ルート５２０を介して、電力供給要
求受付け手段６３０にて受付けられる。
【００２２】
一方、発電施設情報ルート１３０を介して送達される、各発電施設１００ａ～１００ｄ毎
の電力供給内容は、需要家からの電力供給要求内容とともに、電力供給内容記憶依頼手段
６１０の中の、電力内容記憶手段６１０ａにて常に記憶される。発電依頼量決定手段６１
０ｂは、電力内容記憶手段６１０ａに記憶されている電力供給内容と電力供給要求内容を
対比し、電力の需要と供給の差が常にある一定以内になるように、発電施設送電線２００
に供給する電力量を決定する。その発電依頼量決定手段６１０ｂの決定に基づき、電力供
給依頼手段６１０ｃは随時各発電施設１００ａ～１００ｄに発電を依頼する。
【００２３】
各発電施設１００ａ～１００ｄとグリーン電力供給システム１ a間の相互の情報交信は、
発電施設情報ルート１３０を介して行うが、この発電施設情報ルート１３０は有線か無線
か、又専用線かインターネット回線の利用か等交信手法は特定しない。
【００２４】
各発電施設送電線２００や需要家配電線４００を通った電力量は、計測用計測装置１１０
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ａ～１１０ｄ、５１０ａ～５１０ｄに計測され、それぞれグリーン度算出手段６２０中の
発電量受付け手段６２０ａと電力消費量受付け手段６２０ｂに受付けられる。
【００２５】
グリーン度決定手段６２０ｃは、グリーン度算出手段６２０に送信されたそれぞれの電力
量と、発電施設情報ルート１３０を介して伝えられた電力供給内容記憶依頼手段６１０か
らの出力情報と、需要家の情報とを基に、需要家に供給予定及び供給された電力に対する
グリーン度を算出する。
【００２６】
電力供給内容記憶依頼手段６１０からの出力情報の一つとして、発電施設毎の発電エネル
ギー源の詳細な種類、例えば、化石燃料を利用する発電施設の場合には、環境負荷の原因
となる原料の組成等が、グリーン度を決定する上で有用である。
【００２７】
このグリーン度は、地球環境負荷の小さい発電施設からの電力の割合をもとに、環境負荷
や資源枯渇に及ぼす影響を表す尺度を示す。
【００２８】
その後、需要家向けグリーン度通知手段６４０は、各需要家５００ａ～５００ｄに需要家
毎のグリーン度を通知する。この通知は、単に消費した電力のグリーン度だけではなく、
需要家要求内容、予定内容及び実績内容を含めても良い。この通知は、需要家情報ルート
５２０を介して実施される。
【００２９】
本実施形態では、各需要家５００ａ～５００ｄは、必要な電力量に加え、発電に要する環
境負荷や資源枯渇の影響すなわち、発電施設又は発電施設毎に依存して決定されるグリー
ン度を考慮した電力源を選択できる。さらに需要家が消費した電力量に加え、その電力の
グリーン度を各需要家５００ａ～５００ｄは把握できるので、美しい地球を保つためへの
需要家側からの具体的貢献が実現できる。また、本発明のグリーン電力供給システムが全
世界で普及することで、地球の環境保全と資源枯渇を抑制できる効果を生む。
【００３０】
本発明の他の実施形態であるグリーン電力供給システム１ｂを、図３を用いて説明する。
グリーン度算出手段６２０の中のグリーン度決定手段６２０ｃにて決定されたグリーン度
は、第３者向けグリーン度通知手段６８０にて、インターネット８００を介し、第３者９
００の９００ａ～９００ｃに公開される。
【００３１】
この実施形態では、グリーン度を需要家に伝えるのに加え、この需要家の経済活動に直結
する第３者例えば、需要家から生み出された商品の顧客にも需要家が消費した電力のグリ
ーン度を公開できる。
【００３２】
一般に、環境負荷が少ない自然にやさしい発電エネルギー源を用いた電力の発電コストは
高いので、その普及の障害であった。本実施形態では、インターネット８００を活用する
ことで、需要家の環境悪化や資源枯渇防止に取組む姿勢を、需要家の商品の顧客に訴える
ことがでる。そして、各顧客が購入する商品の数量増加やグリーン割増し価格に反映でき
、その結果、需要家の経済活動の継続性を維持できる効果を生む。本実施形態により、需
要家に加え、第３者である顧客が、環境負荷低減、資源枯渇防止に貢献する選択方法が実
現できる。
【００３３】
本発明の他の実施形態であるグリーン電力供給システム１ｃを、図４を用いて説明する。
グリーン度算出手段６２０の中のグリーン度決定手段６２０ｃにて決定されたグリーン度
をもとに、グリーン電力認証決定手段６６０でグリーン電力の認証を行う。その結果は、
グリーン電力認証情報通知手段６７０にて、インターネット８００を介し、第３者９００
の９００ａ～９００ｃと需要家情報ルート５２０を介して需要家５００に公開される。
【００３４】
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この実施形態では、グリーン電力認証決定手段６６０をグリーン電力供給システム１ｃ内
に構成しているが、第３者、例えば公的な機関に設けられていてもよい。その場合、グリ
ーン電力認証申請手段とグリーン電力認証受付け手段をもその公的機関に設けることも本
実施形態に含まれる。
【００３５】
さらに、グリーン度決定手段６２０ｃやグリーン電力認証決定手段６６０で得られるグリ
ーン情報を発電施設１００に送達する手段やインターネットで第３者に公開する手段を設
ける実施例も本発明に含まれる。これにより、発電施設に環境負荷低減、資源枯渇防止へ
の取組み内容を表示することやインターネットで第３者に公開することで、その地域住民
へのＰＲができ、社会との共存が図れる。又本発明のグリーン電力供給システムでは、発
電施設や需要家が、環境負荷低減、資源枯渇防止への取組み内容の認証情報から、客観評
価ができ、その効果も定量化できるので、 ISO14000シリーズに基づく、組織の環境方針を
作成し、実施し、達成し、見直し且つ維持するための活動に具体的に貢献できる。又グリ
ーン度の表示やグリーン電力認証情報を商品にラベリングすることで、第３者である顧客
が、グリーン商品を選別して購入できることから、環境負荷低減、資源枯渇防止に貢献で
きる効果を生む。
【００３６】
本発明の他の実施例であるグリーン電力供給システム１ｄを、図５を用いて説明する。グ
リーン度決定手段６２０ｃにより決定されたグリーン度、発電施設や需要家情報、電力消
費情報を第３者機関例えば、国や地方公共団体へ送付し、グリーン電力補助金を申請する
。税金が一部免税されるシステムでは、電力供給要求受付け手段６３０にて、需要家の所
得や税金支払い内容等免税に必要な需要家毎の情報を受け付け、これらの情報を上記第３
者機関へ送付する。第３者機関から送付された補助金情報と需要家電力消費情報から、需
要家向け電力料金決定通知手段６５０にて、電力料金を決定し、需要家情報ルート５３０
を介して、その内容を各需要家５００へ通知する。この実施例では、需要家５００に直接
経済的支援すなわち、電力料金割引きサービスを提供できるので、普及が加速する効果を
生む。なお、本発明の実現手段として、電力を周波数と電圧及び高調波発生率を考慮して
安定に供給する必要があるが、その為の技術としては例えば、特開平 11― 308771号公報に
記載されている電力供給制御装置の技術を用いればよく、ここでは割愛する。また、本発
明のグリーン電力供給システムでは、発電施設を含めていないが、自家発電施設を本発明
のシステムに含めても良い。さらに、本発明は、発電施設や需要家間の情報交信に、イン
ターネットを用いることにより、時期や時間帯毎のグリーン電力の量とそのグリーン度と
価格に関してベストミックスな売買のサービス提供手段も含まれる。
【００３７】
本発明のグリーン電力供給方法の実施形態を、図６を用いて詳細に説明する。発電エネル
ギーの異なる複数の発電施設と、電力を欲する複数の需要家が存在する。これらの施設に
て発電された電力は、発電施設毎に設けられている送電線を通り、送配電電力系統を通り
、各需要家へは需要家配電線にて供給され、発電施設毎及び需要家施設毎の電力量が計測
される。この場合、停電や電圧低下による電気製品の機能不良等を防止するための電力の
品質維持による安定供給を図るには、ある一定時間 (３０分単位 )において、供給電力 (発
電施設で発電する電力量―送配電電力系統による電力損失 )の総計が、需要家が消費する
電力量の総計に対し、一定の割合 (通常±２％程度 )以内に維持するように、発電量を制御
している。
【００３８】
本実施形態でも、需要家への安定供給を最優先としている。需要家は、発電による地球環
境負荷が小さく (クリーンな )かつ、価格の安い電力の供給を希望する。しかし、クリーン
な電力を発電する際のコストは一般には高く、自然界のエネルギーを活用する場合には供
給が不安定である特長を有する。各需要家からは、一定の時間毎に、消費する時期、時間
帯に対する消費電力量と、地球環境負荷の割合すなわち、グリーン度と電力価格を含めて
電力供給の要求が受付けられる。
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【００３９】
この場合、電力供給の要求を頻繁に通信すること、さらにグリーン度や課金等の情報をほ
ぼリアルタイムに相方向で通信する必要があり、及び需要家の数は膨大で、地域的にも散
在することから、各発電施設とグリーン電力供給システム間の交信と同様に、インターネ
ットを利用する方法が安価で便利である。なお、特にインターネット利用の場合には、当
事者認証方法の工夫やファイヤーウオールの設置を行う公知技術で、情報の漏洩などセキ
ュリテイの保全を実現できる。以後の説明では、インターネット利用の際行う、コンピュ
ータの立上げや認証の方法など公知技術で実現できる方法の説明は割愛する。
【００４０】
発電エネルギーの中で、風力や太陽光などの自然エネルギーを利用する発電では、エネル
ギーは地球規模では無尽蔵近く存在するが、年中安定した発電ができない欠点を有してい
る。又発電コストも発電エネルギーによって異なる。発電施設や需要家には時間帯毎の電
力量、価格、グリーン度を組み合せた選択メニューを公開する (1)(2)（図中の▲１▼▲２
▼。以下同様。）。
【００４１】
この実現方法として、インターネットで公開する方法も好適である。需要家に対して提示
される画面の一例を図７に示す。図の中央の円グラフは、円グラフの左側に列挙された発
電施設で発電される電力の割合を示す。電力の割合はプランを選択すると提案内容が変わ
る。時間帯は下部のタイムチャートから選択可能である。円グラフの右側にはその提案に
基づき見積もられた料金と、その提案における予測されるグリーン度を示す。
【００４２】
各発電施設からは、各時期、時間帯毎に燃料である発電エネルギーの詳細な種類、例えば
単位出力当りのＣＯ 2の排出量などや供給可能な発電量と許容する価格帯、発電施設名を
含む発電情報が送達される (3)。需要家から同様な要求情報が送達される (4)。
【００４３】
この電力供給内容と電力供給要求内容をほぼリアルタイムで対比させながら、一定の時間
(例えば３０分 )毎に、需要と供給の差が常にある一定以内になるように、発電施設送電線
に供給する電力量を決定し、随時、発電施設毎に発電を依頼する (5)。なお、需要家への
電力の安定供給を最優先するので、必ずしも需要家が希望するグリーン度の電力を供給で
きない場合があるので、発電施設毎の発電依頼量を決定の都度、需要家へ供給予定の電力
のグリーン度と価格も、需要家からの要求内容と共に、需要家へ通知する (6)。
【００４４】
需要と供給の差が常にある一定以内になるようにする手順の一例を以下に説明する。なお
、簡便のために、送配電電力系統の電力損失は零として説明している。
【００４５】
ここで発電施設の発電量とそのグリーン度をそれぞれ WPi、 BPi、需要家の消費電力量を WP
j、 BCjと定義する。さらに、許容可能な需要と供給の差に関し、電力差の下限と上限の率
をそれぞれ (１ -Ｗβ )と (１ +Ｗα )で、グリーン度の下限と上限の率をそれぞれ (１ -Ｂβ )
と (１ +Ｂα )で定義する。その結果、発電総量は各発電施設で発電した電力量を加算した
量すなわち、発電総量 =ΣＷＰ iであり、同様に需要電力総量は、需要電力総量 =ΣＷＣ jで
表せられる。
【００４６】
さらに各発電施設で発電した電力量とグリーン度の積の総和を、発電グリーン総量として
、ΣＷＰ i＊ＢＰ iで示し、同様に、需要電力グリーン総量を、ΣＷＣ j＊ＢＣ jで表すこと
ができる。手順の一例を下記に示す。なお、需要家側及び発電施設側ともそれぞれ許容で
きる価格帯内になるようにする手順は割愛している。これらの全体手順は前述の通り、３
０分程度の間隔で逐次行う。
【００４７】
（１）式（１Ａ）と式（１Ｂ）が同時に成立する場合すなわち、電力量及びグリーン総量
が許容範囲内の場合、  各発電施設へ受付け量での発電を依頼し、各需要家へは電力量と
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グリーン度を送信する。
【００４８】
１ -Ｗβ ≦（ΣＷＰ i） /（ΣＷＣ j）≦１ +Ｗα 　  　―――（１Ａ）
１ -Ｂβ ≦（ΣＷＰ i＊ＢＰ i） /（ΣＷＣ j＊ＢＣ j）≦１ +Ｂα ―（１Ｂ）
（２）式（１Ａ）と式 (１Ｃ )又は式（１Ａ）と式（１Ｄ）が同時に成立する場合すなわち
、電力量については許容範囲内であるが、グリーン総量が許容範囲の上限より大きい場合
、価格を考慮して、式 (１Ｂ )が成立するように、発電施設への発電依頼電力量を見直して
、その結果を発電施設へ発電依頼する。
【００４９】
（ΣＷＰ i＊ＢＰ i） /（ΣＷＣ j＊ＢＣ j）≦１ -Ｂβ ―――（１Ｃ）
１ +Ｂα ≦  (ΣＷＰ i＊ＢＰ I)/（ΣＷＣ j＊ＢＣ j）―――（１Ｄ）
（３）式 (２Ａ )が成立する場合、電力の安定供給を最優先し、式 (１Ａ )を満たすように、
各発電家へ発電量の増大依頼を行う。この場合、式 (１Ｂ )が極力成立するように選択し、
その結果である電力量とグリーン度を、要求内容と共に各需要家へ送信する。
【００５０】
(ΣＷＰ i)/(ΣＷＣ j)≦１ -Ｗβ 　 　 ――（２Ａ）
（４）式（３Ａ）が成立した場合、式 (１Ａ )を満たすように、各発電家へ発電量の減量を
依頼する。この場合、式 (１Ｂ )が極力成立するように選択し、その結果である電力量とグ
リーン度を要求内容と共に各需要家へ送信する。
【００５１】
１＋Ｗα ≦ (ΣＷＰ i)/(ΣＷＣ j)　　――――（３Ａ）
他方、発電施設毎に、送配電電力系統への供給電力量の実績 (7)と需要家毎での消費電力
量の実績 (8)と、発電施設毎の発電エネルギーの詳細な種類と需要家情報を基に、需要家
毎に、供給予定及び供給された電力に対し、随時グリーン度を算出しながら、各需要家に
は要求内容を併せて通知する (9)。さらに、発電施設や需要家からの依頼（ 10）（ 11）を
もとに、このグリーン度の累積値と、グリーン電力の発電活動や電力消費活動及びそのグ
リーン電力により生み出す商品化やそのリサイクルの個々の段階での活動に対して、環境
負荷低減の観点で顕著な効果を生み出した特定の発電施設や需要家を抽出し、グリーン認
証を行う。この認証を認証機関に代行依頼する方法も好適である。このグリーン度や、認
証機関よりグリーン認証を受けて（ 15）、得られるグリーン認証情報は、発電施設や需要
家の要求を受けて（ 13）（ 14）、インターネットを介し、発電施設や需要家を含む第３者
にも公開する（ 16）。又グリーン度の表示やグリーン電力認証情報を商品にラベリングす
る。
【００５２】
その結果、需要家から生み出されたグリーン商品をその顧客に公開する（ 16）ので、需要
家の環境悪化や資源枯渇防止に取組む姿勢を商品の顧客に訴えることで、各顧客が購入す
る（ 17）商品の販売数量の増加や価格をグリーン度に応じて高くでき、その結果は、需要
家の経済活動の継続性を維持しながら、環境保全の効果を生む。さらに、顧客が、グリー
ン商品を選別して購入できることから、環境負荷低減、資源枯渇防止に顧客自身が貢献で
きる選択肢を得る。グリーン電力の発電や購入を促進させるため、政府や公共団体から、
補助金の提供や税金の減額が行われる。減額補助金と税金の減額の代行サービスは略同じ
手法であるので、補助金の例で実施例を説明すると、発電施設や需要家の依頼（ 18）（ 19
）により、グリーン度やグリーン認証情報をもとに、補助金提供機関へ申請の代行（ 20）
を行ない、その結果補助金の支払われ (21)、この補助金を考慮して、料金を発電施設へ支
払い (22)と需要家への料金請求 (23)と需要家からの料金支払い (24)が行われ、発電施設、
需要家、商品消費者のすべての階層において、経済的メリットを享受しながら、環境負荷
の低減や資源枯渇の防止に貢献できる効果を生む。なお、認証を認証機関に依頼する場合
には、料金の請求や支払いの行為が発生するが、図６には記載していない。
【００５３】
本発明グリーン供給システムやその方法の範囲内で、インターネットを情報の交信手段と
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して全面的に使うことで、需要家として不特定多数の小口電力の消費者や世界規模での発
電施設を対象にした、グリーン電力売買市場の形成が実現でき、地球規模での環境保全、
資源枯渇に貢献できる。
【００５４】
【発明の効果】
需要家の、環境負荷低減への取組みと経済活動の継続性を両立できるシステムと方法を提
供できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】グリーン電力供給システムの説明図である。
【図２】グリーン電力供給システムの詳細説明図である。
【図３】本発明の他の実施例を示すシステムの説明図である。
【図４】本発明の他の実施例を示すシステムの説明図である。
【図５】本発明の他の実施例を示すシステムの説明図である。
【図６】情報の流れと方法を示す説明図。
【図７】需要家が選択する電力供給内容を提示する画面の一例を示す図である。
【符号の説明】
1、 1a～ d…グリーン電力供給システム、
１００、１００ a～１００ d…発電施設、
３００…送配電電力系統、
５００、５００ａ～ｄ…需要家、
６１０…電力内容記憶依頼手段、
６１０ａ…電力内容記憶依頼手段、
６１０ｂ…発電依頼量決定手段、
６１０ｃ…電力供給依頼手段、
６２０…グリーン度算出手段、
６２０ａ…発電量受付け手段、
６２０ｂ…電力消費量受付け手段、
６２０ｃ…グリーン度決定手段、
６３０…電力供給要求受付け手段、
６４０…需要家向けグリーン度通知手段、
６５０…需要家向け電力料金決定通知手段、
６６０…グリーン電力認証決定手段、
６７０…グリーン電力認証情報通知手段、
６８０…第３者向けグリーン度通知手段、
８００…インターネット、
９００…第３者。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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